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　本稿は、東京大学社会科学研究所が 2007 年から毎年実施している「働き方とライフスタイルの
変化に関する全国調査（Japanese Life Course Panel Surveys）」の 2014 年調査結果に関する基礎
的な集計と分析をまとめたものである。本稿では次のような 3 つの問いについて分析した。第 1 は、
どのような人が土日に働いており、土日の働き方と生活満足度は関連があるのか。第 2 は、日本
社会に対する希望の意識がどのように近年変遷してきたのか。第 3 は、東日本大震災によりボラ
ンティア活動は活性化されたのか。1

1. はじめに
　 東 京 大 学 社 会 科 学 研 究 所では、2007 年よ
り「働き方とライフスタイルの変化に関する全国調査」

（Japanese Life Course Panel Survey － JLPS）
を毎年 1 月から 3 月に実施している。若年・壮年を
取り巻く社会経済環境が大きく変貌するなかで、日本
に生活する若年・壮年層がどのような働き方・暮ら
し方をしており、交際・結婚・出産といったイベント
をどのような過程を経て経験し、意識や考え方が変
容してきているのか、などについて分析をすることを
目的として実施している調査である。この調査は、同

じ対象者を毎年追跡する「パネル調査」という形式
を採用しており、同一個人を追跡することにより、個
人の行動や意識の変化を毎年正確に把握すること
ができるという特色がある。
　2007 年の第 1 回調査では、日本全国に居住す
る 20-34 歳（若年）と35-40 歳（壮年）の男女を
母集団として抽出した対象者に対して、郵送配布・
訪問回収の方法により調査を実施（2007 年 1 ～ 4
月実施：回答者 4800 名）した。その後毎年ほぼ
同様の調査方法で対象者を追跡している。2011 年
には、パネル調査を継続するなかで脱落していくサ

1 本稿は、東京大学社会学研究所調査プロジェクト・ディスカッションペーパーシリーズ No.85「パネル調査か
ら見る満足度、希望と社会活動－「働き方とライフスタイルの変化に関する全国調査（JLPS）2014」の結果
から－」（2015 年 2 月）を修正し、執筆したものである。本稿は、科学研究費補助金基盤研究 (S)(18103003, 
22223005) の助成を受けて行った研究成果の一部である。東京大学社会科学研究所パネル調査の実施にあたっ
ては社会科学研究所研究資金、㈱アウトソーシングからの奨学寄付金を受けた。パネル調査データの使用にあ
たっては社会科学研究所パネル調査企画委員会の許可を受けた。
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ンプルを補充するため、新たに同年齢の 24-38 歳（若
年）と39-44 歳（壮年）の対象者を追加し、郵送
配布・郵送回収の方法で調査を実施（2011 年 1
～ 3 月実施：回答者 963 名）した。今般、2014
年には第 8 回（追加サンプルについては第 4 回）
の調査（2014 年 1 ～ 3 月実施：継続サンプル回
答者 2992 名、追加サンプル回答者 688 名）が行
われた。
　2014 調査に基づき、土日の働き方の実態とそれ
が生活満足度に与える影響、希望の意識の近年の
変遷、ならびに東日本大震災とボランティア活動との
関連という３つのテーマについて分析を行った結果
を公表する。			   　（石田浩）

2. 土日に働く人とその満足度
(1) 土日に働いている人はどの程度いるのか
　いつも何処かで誰かが働いている。以下では、
誰が土日に働いているか、その実態とそれが満足度
に対して与える影響を、2014 年調査（2014 年 1 ～
3 月実施）から明らかにする。
　まず、働いている人（平均年齢 38.5 歳、28 歳～
48 歳）のひと月あたりの土曜日と日曜日の出勤日数
を示したのが図 1 である。働いている人のうち、土
曜日にまったく働いていない人は男性 29.9%、女性
42.9% であり、もっとも割合が高い。その次に割合
が高いのは男女ともに 4 日、つまり毎週働いている
人であり、男性 26.1%、女性 18.4% である。土曜
日にひと月あたり3 日以上働いている人は、男性で
は 36.8%、女性では 28.8%となっている。
　働いている人のうち、日曜日にまったく働いていな
い人は、男性では 59.4%、女性では 67.7%となっ
ており、もっとも割合は高くなっている。また、日曜日
にひと月あたり3 日以上働いているのは、男性では
18.8%、女性では 16.5% である。

　次に、土曜日と日曜日を組み合わせて、その割合
を示したのが図 2 である。なおここでは、ひと月あた
りに土曜日に 2 日以下働いている場合と3 日以上働
いている場合の 2 分類と、ひと月あたりに日曜日に 2
日以下働いている場合と3 日以上働いている場合の

2 分類を組み合わせて作成した 4 つのパターンの割
合を示している。
　図 2より、土曜日も日曜日とも月に 2 日以下働い
ているのは、男性では 61.2%、女性では 68.2%と
なりもっとも割合が大きい。また土曜日のみ月に 3 日
以上働いているのは、男性では 20.0%、女性では
15.3%となっている。一方、日曜日のみ月に 3 日以
上働いているのは男性では 2.0%、女性では 3.0%
と割合が小さい。しかし、日曜日に 3 日以上働い
ているものが少ないわけではない。土曜日も日曜日
も3 日以上働いているものは、男性 16.8%、女性
13.5%となっている。つまり、日曜日に 3 日以上働い
ているもののほとんどが、土曜日も3 日以上働いて
いることになる。

(2) 土日に働いている人は誰か
　それでは誰が土曜日と日曜日に働いているのか、
その実態を明らかにする。まず、産業と土日の出勤
日数との関連を図 3 からみていく。農業、運輸、小
売業、飲食業、不動産業、その他サービス業では
土日とも3 日以上勤務の割合が大きくなっている 。
一方、製造業、卸売業、金融・保険業、情報・
通信サービス業、教育・研究サービス業、法律・
会計サービス業、公務では土日とも2 日以下勤務の
割合が大きくなっている。なお、土曜日のみ 3 日以
上の割合が大きいのは、建設業、小売業、医療・
福祉サービス、学習塾・教養技能・健康である。
日曜日のみ 3 日以上の割合が大きいのは、運輸業、
小売業、飲食業である。
　次に、職業と土日の出勤日数の関連を図 4 から
みていく。土日とも3 日以上勤務の割合が大きくなっ
ているのは、販売、サービス、農林である。土日と
も2 日以下勤務の割合が大きくなっているのは、専
門と事務である。土曜日のみ月に 3 日以上働いてい
るのは、運輸・通信、製造、建設で多く、日曜日
のみ月に 3 日以上働いているのは、販売と労務で
のみ多い。
　以上のように、産業や職業によって、土日の出勤
日数は異なっている。
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(3) 土日に働いているかによって満足度は異なるのか
　それでは土日出勤は仕事への満足度や生活全般
への満足度と関連しているのだろうか。図 5 は、土
日出勤と仕事満足度の関連を、図 6 は、土日出勤
と生活満足度の関連を示したものである。
　日曜のみ 3 日以上や土日とも3 日以上働いている
場合で仕事に満足していると答える割合が低くなる傾
向はみられるものの、大きな違いではなく、カイ2 乗
検定からは、統計的に有意な関連はみられないとい
える（男性：カイ2 乗値＝ 13.7、自由度＝ 12、p ＝
0.321、女性：カイ2 乗値＝ 18.1、自由度＝ 12、p
＝ 0.113）。つまり、土日出勤は仕事に対する不満を
高めるものではない。
　一方、土日出勤の有無によって、生活満足度は
異なっている。カイ2 乗検定からは、男女ともに統

計的に有意な関連があるといえる（男性：カイ2 乗
値＝ 26.2、自由度＝ 12、p ＝ 0.010、女性：カイ
2 乗値＝ 57.4、自由度＝ 12、p ＝ 0.000）。
　男性では、土日とも2 日以下働いている人が生
活全般に「満足している」を答える割合が高く、「ど
ちらかといえば不満である」と答える割合が低くなっ
ている。土曜のみ 3 日以上働いていたり、土日とも3
日以上働いていると、「どちらかといえば不満である」
と答える割合が高くなる傾向がある。つまり、土日に
働いているほうが、生活全般に満足していない傾向
がある。
　女性では、より大きな違いがみられる。土日とも2
日以下働いている人が「満足している」「どちらかと
いえば満足している」と答える割合が高く、「どちらと
もいえない」「どちらかといえば不満である」と答える
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割合が低い傾向がある。一方で、土日とも3 日以上
働いていると、「どちらかといえば不満である」「どち
らともいえない」と答える割合が高くなり、「満足して
いる」「どちらかといえば満足している」と答える割合
が低くなる。土日とも2 日以下働いている人、土曜
のみ 3 日以上、日曜のみ 3 日以上、土日とも3 日以
上の順で、生活満足度が高くなっているといえる。
　もちろん、先ほどみたように土日出勤の働き方は
産業や職業によって変わってくる。また年齢、学歴、
収入など様 な々要因が関連してくるだろう。したがって、
ここでみられた土日出勤の働き方と生活満足度の関
連は他の変数によるみかけ上のものに過ぎないかも
しれない。
　そこで、順序ロジットモデルという方法によって、生
活満足度と土日出勤の働き方の両方に関連すると考
えられる変数を考慮しても、土日出勤の働き方によっ
て生活満足度が異なるのかどうかを検討した。結果
は表 1 に示した。土日とも2 日以下働いている人に
比べて、他のパターンで働く人の満足度の水準がど
のように異なるのかを示している。

 

　表 1 の男性についての「統制なし」の列をみると、
土日とも3 日以上働いている場合と土日とも3 日以
上働いている場合の係数がマイナスとなっている。図
5 のクロス表で検討したように、土日とも2 日以下働
いている人に比べて、土日のみ 3 日以上働いていた
り、土日とも3 日以上働いていると、生活満足度は

図 5　土日出勤と仕事満足度の関連
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男性 女性
統制なし 統制あり 統制なし 統制あり

土日とも
2 日以下

0.000 0.000 0.000 0.000
(---) (---) (---) (---)

土曜のみ
3 日以上

-0.351** -0.115 -0.342* -0.398* 
(0.133) (0.165) (0.150) (0.175)

日曜のみ
3 日以上

-0.051 0.520 -0.896** -0.784**
(0.371) (0.339) (0.288) (0.290)

土日とも
3 日以上

-0.422** -0.022 -0.871** -0.662**
(0.150) (0.182) (0.154) (0.188)

サンプルサイズ 1314 1314 1368 1368
疑似決定係数 0.004 0.085 0.012 0.056
統制に用いた変数は，産業，職業，企業規模，従業上の地位，
年齢，ひと月あたりの勤務日数，勤続年数，世帯年収，婚姻
状態，子どもの有無，労働時間である．
括弧内は標準誤差．+ p < 0.1, * p < 0.05, ** p < 0.01.

表 1　土日出勤が生活満足度に与える影響に関する順序ロジット分析
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低くなる傾向がある。しかし、「統制あり」をみると、
土日の出勤日数によって生活満足度は異なっていな
い。つまり、男性については、土日に働くことそれ自
体は生活満足度を低めているわけではないといえる。
　表 1 の女性についての「統制なし」の列をみると、
土日とも2 日以下働いている人に比べて、土曜のみ
3 日以上働いている人の生活満足度は低く、日曜の
み 3 日以上と土日とも3 日以上働いている人はさら
に生活満足度が低くなっている。「統制あり」の列を
みても、土日とも2 日以下働いている人の生活満足
度が高く、それ以外だと生活満足度が低くなる傾向
があった。つまり、様々な変数の影響を考慮しても、
土日の出勤日数によって生活満足度が異なっており、
土日にあまり働いていない人と比較して、土日に働い
ている人の生活満足度は低くなるといえる。

(4) なぜ土日の出勤日数が多い女性の生活満足度
は低いのか

　それではなぜ女性は、土日の出勤日数が多いと、
生活満足度が低くなるのだろうか。この問題にアプ
ローチするために、どのような女性で土日の出勤日
数が多いと、生活満足度が低くなるのかを分析する。
まず、「配偶者なし／配偶者あり」「子どもあり／子
どもなし」で 4 つのグループに分け、さらに「配偶者
なしかつ子どもなし」の場合「彼氏あり／彼氏なし」
を区別し、表 2 の 1 行目のような 5 つのグループを
作成した。そして、それぞれのグループで、土日の出
勤日数によって生活満足度が変わってくるのかを検
討した。ただし、サンプルサイズが少なくなるため、こ
こでは土日とも2 日以下働いている人と土日とも3 日
以上働いている人の 2 つのグループの間についての
み検討した。
　表 2より、土日ともに月に 3 日以上働いている場
合、「配偶者なし・彼氏あり」だと生活満足度が低

くなる可能性がある（10% 水準で有意）。また、「配
偶者あり・子どもあり」や「配偶者なし・子どもあ
り」の場合も、土日とも月に 3 日以上働いている場
合、生活満足度が低くなる傾向がある。一方で、「配
偶者なし・彼氏なし」や「配偶者あり・子どもなし」
の場合だと土日とも月に 3 日以上働いていても、生
活満足度は低くなっていない。
　以上の結果から、子どもがいると、土日とも月に 3
日以上働いている場合に生活満足度が低くなること
が示された。また配偶者がいなくても付き合っている
人がいる場合には、土日とも月に 3 日以上働いてい
ると生活満足度が低くなる可能性が示唆された。
　土日に子どもと一緒にいることができないことや土
日に働くために子どもの面倒を誰かにみてもらうことに
伴う精神的・経済的負担が、土日に働く女性の満足
度を低くしている可能性がある。また、付き合ってい
る人がいる女性の場合も、土日に働く女性について
は、相手の休みが土日であれば会う機会が減ってし
まうために、満足度が低くなっているのかもしれない。
　土日に働く人々の存在はなくてはならない。しかし、
そういった土日に働く人々、特に子どもを持ちつつ土
日に働く女性の生活満足度は低くなっている。もちろ
ん土日に働く人たちをサポートする施設はいくつかあ
るものの、それが十分でないあるいは利用できない
ために、子どもの面倒をみる役割を担わされる傾向
にある女性の生活満足度が低くなっている可能性が
ある。また、未子の年齢別に検討したところ、子ども
がどの年齢段階であっても、土日に働く女性の生活
満足度は低くなっていることから（分析結果は省略）、
土日に子どもと過ごすことができないことそれ自体が、
生活満足度を低めている可能性もある。
　ワーク・ライフ・バランス問題を検討する上では、
長時間労働や休日・有給休暇などが取り上げられ，
分析されているが、このような土日に働かなければな

配偶者なし 配偶者なし 配偶者あり 配偶者あり 配偶者なし
全体

彼氏あり 彼氏なし 子どもなし 子どもあり 子どもあり

土日とも 2 日以下
0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
(---) (---) (---) (---) (---) (---)

土曜のみ 3 日以上
-0.517 -0.022 -0.467 -0.337 -1.559 -0.398* 
(0.813) (0.422) (0.694) (0.252) (1.475) (0.175)

日曜のみ 3 日以上
0.518 -2.362* 1.168 -1.039** -3.184* -0.784**

(1.025) (1.078) (1.387) (0.335) (1.553) (0.290)

土日とも 3 日以上
-1.130+ -0.214 0.980 -0.787* -3.629** -0.662**
(0.646) (0.375) (0.876) (0.335) (0.969) (0.188)

サンプルサイズ 135 274 154 721 84 1368
疑似決定係数 0.233 0.125 0.207 0.061 0.395 0.056

統制に用いた変数は，産業，職業，企業規模，従業上の地位，年齢，ひと月あたりの勤務日数，勤続年数，世帯年収，
労働時間である．
括弧内は標準誤差．+ p < 0.1, * p < 0.05, ** p < 0.01.

表 2　グループ別の土日出勤が生活満足度に与える影響に関する順序ロジット分析
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らない人たちを支援する仕組みを考えることも、ワー
ク・ライフ・バランスを実現する上で必要だろう。も
ちろん、土日に働く人のための支援を増やすことは、
新たに土日に働く人を増やすことになるかもしれない
ので、そのような人たちをサポートしていく仕組みも同
時に考える必要がある。
　なお、2015 年 1月～ 3月実施の2015 年調査でも、
土日の働き方について再度たずねている。土日の働
き方の変化が満足度の変化にどのような影響を与え
るのかをみることで、より詳細に実態を把握できるだ
ろう。　　　　　　　　　　　　　　　 （藤原翔）

3. 「日本社会の希望」を高めているのは誰か？ 2

　社研パネル若年壮年調査がはじまった 2007 年か
らこんにちに至るまで、日本社会は多くの変化を経験
してきた。主要なものだけを挙げても、リーマン・ショッ
ク（2008 年 9 月）と世界同時不況、自民党（自公
連立）政権から民主党（民社国連立）政権への交
代（2009 年 9 月）、東日本大震災（2011 年 3 月）、
再度の政権交代と安倍政権の誕生（2012 年 12 月）
などが並ぶ。これらの出来事は、日本社会に生きる
ひとびとの暮らしに時に甚大な影響を及ぼし、また
個人の暮らしや社会状況に関する将来見通しにも少
なからぬ影響を与えてきたものと予想される。これら
の出来事を経験してきたひとびとは、個人と社会の
現状・将来に対する評価と意識をどのように変化さ
せてきたのだろうか。

(1) 日本社会への希望と個人の希望・生活評価の変化
　図 7 は、「日本社会の希望」（日本の社会には希
望がある）、「個人の希望」（将来の自分の仕事や
生活に希望がある）、「生活満足度」（生活全般に
満足している）、「将来の暮らしむき」（10 年後の暮
らしむきは今よりよくなる）それぞれに対する評価（平
均値）の時点間での推移を表したものである 3。こ

のグラフは、たとえば「年をとるにつれて将来の自分
の仕事・生活に対する希望が減少していく」といった、
対象者の加齢に伴う評価の変化分を取り除き、純
粋な調査時点間でのひとびとの評価の変化のみを、
2008 年を基準として示したものである 4。
　この図から、まず現在の対象者個人の生活に対
する評価についてみると、この間、ひとびとの「生活
満足度」には大きな変化がないことがわかる。リー
マン・ショックや東日本大震災などによって生活に
大きな被害を受けたひとびとは確実に存在するとして
も、日本社会全体をとってみると、平均的な生活満
足度には大きな変化がなかった、といえるだろう。
　個人の将来の暮らしや仕事についての評価にもそ
れほど大きな変化はないが、全体的にはやや下降
傾向にある。特に「将来の暮らし向き」予想は、リー
マン・ショック後の 2009 年に大きく低下し、さらに東
日本大震災後の 2012 年にも一時的に悪化している。
これらの大きな出来事は、実際の生活満足度には
目立った影響を及ぼさなかったとしても、将来の生
活への不安を引き起こしてきたといえる。また「個人
の希望」も、この間、概して低下していることがわかる。
　一方「日本社会の希望」への評価は、他のグラフ
とは異なる変化を示している。2008 年調査から組み
入れられたこの項目への評価は、2012 年まではほぼ
横ばいか、若干低下している程度であったのに対し、
2012 年以降は大きく上昇しているのである 5。具体
的な回答比率（図 8）をみても、「日本社会には希
望がある」と答えた人の比率は、2012 年の 13.3%
から2014 年の 23.6% へと増加しており、「日本の社
会には希望がない」と答えた人の比率も52.5% から
35.4% へと大きく減少している 6。さらにさかのぼって
みても、「日本社会には希望がない」と答えた回答者
の比率は 2008 年から12 年までずっと50% 近い水
準で推移しており、2012 年から14 年までの急激な
減少は、特に注目すべき変化といえるだろう。

2 このテーマは 2014 年のプレスリリース資料、ならびにその結果をまとめたディスカッションペーパー（http://
ssjda.iss.u-tokyo.ac.jp/panel/dp/PanelDP_075.pdf）でも検討したものである。本稿では、その後の変化まで視
野に含めた上で、変化の規定要因のさらに詳細な分析を行っている。

3 2007 年から 2014 年まで毎年欠かさず回答が得られた調査対象者（2484 名）の評価（5 点尺度）の平均値を示
している。なお丸カッコ内は具体的な質問文。

4 具体的には、各 wave における評価・意識を従属変数とし、各時点の年齢、年齢二乗、時点ダミー変数を独立
変数とする Pooled OLS 推定を行い、それによる時点ダミー変数（2008 年基準）の推定値を示したものである。
これは、個人「間」における年齢の違いによる評価の違いが、個人「内」における加齢による評価の変化と一
致すると想定した上で、加齢による評価の変化をコントロールし、純粋な時点効果を推定したものとなる。

5 2012 年から 14 年までに 0.39 点の増加を示している。「そう思う」から「そう思わない」まで 4 点のレンジで
あることをふまえれば、大きな変化といえる。

6 それぞれ「日本の社会には希望がある」に対して「そう思う」と「どちらかといえばそう思う」、「そう思わな
い」と「どちらかといえばそう思わない」をそれぞれ足し合わせた比率である。「わからない」と無回答は分
母から除いている。
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　このような日本社会の希望に対する評価の改善
は、なぜ生じたのだろうか？　これまでみてきたように、
この間「個人の希望」や「生活満足度」などは大
きく改善してはおらず、「対象者個々人の現在の生活
への評価や将来見通しが大きく改善され、それに裏
打ちされる形で、社会の希望も高まっていった」とは
考えづらい。だとするとやはり、個々人の生活や将来
見通しとは独立的に、この間の何らかの「社会の変
化」に反応しつつ、ひとびとの日本社会の希望に対
する評価が高まっていったと考えるべきだろう。
　このような「社会の変化」として考えられるのは、
やはり2012 年 12 月の政権交代と第二次安倍内閣
の成立であろう。これらをきっかけとして、2012 年の
調査時点から 14 年までの間に、少なからぬひとび
とが日本社会の希望を肯定的な方向へと変化させ
てきたのではないかと考えられる。では、どのような
ひとびとが、政権交代をきっかけとして、日本社会の
希望を好転させたのだろうか。それを手がかりとして、
近年の「日本社会の希望の上昇」が何を意味して
いるのかをさらに考えてみよう。

(2) 対象者の属性別にみる「日本社会の希望」の変化
　毎年同じ対象者を追跡するというパネル調査の
利点を生かすと、どのようなひとびとが、政権交代を

きっかけとして、「日本社会の希望」に対する回答を
変化させてきたのかを調べることができる。図 9 は
回答者の属性・意識（2012 年時点）別に、この
2 年間での「日本社会の希望」の変化を見たもの
である。この図では、効果を検討した諸条件の内、
統計的に意味のある違いが表れた 4 つの条件に関
してのみ結果を示している。
　第一に、政権交代をきっかけとした日本社会の希
望の変化の程度は、男性と女性とでかなり異なってい
る。この 2 年間で日本社会の希望を上昇させたひと
びとの比率は、男性で 44.4%、女性で 37.7%と、男
性の方がかなり多い。ただし昨年の分析結果と比較
すると、このような男女間での社会の希望の上昇程
度の違いは、やや縮まってきていることがわかっている。
　第二に ― ある程度予想される結果ではあるが 
― 自民党と民主党に対する好感度によっても、日本
社会の希望の変化の程度は異なる。政権交代前の
2012 年調査時点で、民主党の好感度より自民党の
好感度の方が高かった回答者は、45.2% が日本社
会の希望を高めているのに対し、民主党の好感度の
方が高いか同程度の回答者は、その比率が 38.1%
にとどまっている。図には示していないものの、2009
年から2012 年までの民主党政権期に、民主党への
好感度は徐 に々低下していっており、民主党による政
権運営に不満を持ち、自民党の方により好感を持っ
ていたひとびとが、政権交代をきっかけとして、日本
社会の希望を上昇させていったといえるだろう。
　次の2つの条件は、「政権交代」そのものよりも、「安
倍政権の成立」をきっかけとして、日本社会の希望
に影響を及ぼしたと考えられるものである。

将来の自分の生活・仕事に希望 10年後の暮らし向きよくなる 生活全般に満足 日本社会に希望
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図 7　日本社会への希望と個人の希望・生活評価の変化（2008 年基準）
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図 8　日本社会の希望に対する評価
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　第三に、株式を所有しているか否かによって日本
社会の希望の変化程度は異なる。政権交代前（2012
年時点）で株式を所有していた回答者は、45.9%
が日本社会の希望を高めているのに対し、株式を
所有していなかった回答者は 39.5% にその比率がと
どまっているのである。
　第四に、隣国中国に対する好感度によっても、変
化の程度が異なる。政権交代前（2012 年時点）
で中国への好感度が低程度（100 点満点で 0 点
～ 20 点）であった回答者はその後の 2 年間のうち
に、43.5% が日本社会の希望を上昇させたのに対し
て、中国への好感度が中～高程度（100 点満点で
30 点～ 100 点）の回答者は 37.6% のみが日本社
会の希望を上昇させるにとどまっている。調査票に含
まれている「日本に対する好感度」や「アメリカに対
する好感度」に関しては、このような日本社会の希
望の変化程度の違いがまったくみられない中で、「中
国に対する好感度」に関してのみ統計的に意味のあ
る違いが生じている点は、特に注目すべきだろう。
　さらに重回帰分析を用いて検討した結果（表 3）、
以上のような性別、政党好感度、株式の有無、中
国好感度が日本社会の希望の変化に及ぼしている
影響は、互いに独立したものであり、また所得、婚
姻状態、年齢などをコントロールした場合も、統計
的に有意なものであることがわかっている。
　以上の分析結果をまとめると、次のようになるだろ
う。2012 年の政権交代以降、個人の生活・仕事
への希望や現在の生活満足度にはそれほど大きな
変化がないにもかかわらず、「日本社会の希望」は
目立って大きく上昇している。このような上昇にはいく
つかの要因が複合的に作用しているものと考えられ
るが、本分析を通じては、(1) 自らの支持する政党
が政権を担ったことによる期待（自民党支持者など）、

(2) アベノミクスによる資産価値上昇への期待（株式
所有者など）、さらには、(3) 安倍政権の中国など近
隣諸国に対する「強い姿勢」への期待（中国への
好感度が低いひとびとなど）などがその要因として重
要であることが示された。もちろん 2012 年以降、こ

図 9　誰が日本社会の希望を上昇させたか？（2012 年～ 2014 年）
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株式非所有者

株式所有者

民主党好感度高

自民党好感度高

女性

男性

下降 変化なし 上昇

b 標準誤差
定数 .663 * .296
女性ダミー -.149 ** .053
出生年（ref.1982-86年生まれ）
　1977-81年生まれ -.015 .075
　1972-76年生まれ .022 .071
　1966-71年生まれ -.037 .071
婚姻状態（2012年、ref.既婚）
　未婚 -.011 .055
　離死別 .105 .119
学歴（ref.高校）
　中学 -.289 .196
　専門・短大 .053 .067
　四年制大学 -.034 .051
　大学院 -.018 .105
従業上の地位

（2012年、ref.正規職被雇用）
　自営 -.030 .086
　非正規職被雇用 .005 .061
　無職 .057 .073
　学生 -.341 .231
対数世帯所得（2012年） -.006 .044
株式所有ダミー（2012年） .138 * .056
自民党好感度（2012年、民主党基準） .004 *** .001
日本好感度（2012年） -.001 .001
アメリカ好感度（2012年） -.001 .002
中国好感度（2012年） -.004 *** .001
サンプル数 2016
決定係数 0.029
***p<.001 **p<.01 *p<.05 †p<.1

注：表中の「自民党好感度」は、「自民党好感度」の点数から「民
主党好感度」の点数を差し引いた相対的な値である。

表 3　「日本社会の希望」への回答の変化（2012 年 -2014 年）　
　　　の規定要因分析
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れらの条件にかかわらず「日本社会への希望」が
全般的に上昇しているのも事実であるが、やはり個々
人の生活・仕事への希望や生活満足度の大きな
上昇を伴わないまま、「日本社会の希望の上昇」の
みが生じている点が特徴的であるといえる。このよう
な「個人の希望の上昇を伴わない社会の希望の上
昇」が、日本社会に何を「仮託」しての結果である
のかについては、今後も注意深く検討していく必要
があるだろう。　　　　　　　　　　　 （有田伸）

4. ボランティア活動と震災 7

　2011 年 3 月に発生した東日本大震災では、東北
地方を中心に大きな被害がもたらされた。震災後に
は、被災者の救援や被災地の復興のため、130 万
人以上の方がボランティア活動に参加している。震
災の発生から約 4 年が経過した今でも多くの方が不
自由な生活を送られており、まだ多くのボランティアが
必要である。
　ボランティアに対する社会の意識は、1995 年 1 月
に発生した阪神・淡路大震災以降変わりつつあると
言われている。阪神・淡路大震災では、多くの方が
被災地でのボランティア活動に参加し、被災者の救
援や被災地の復興に大きな力を発揮した。これをきっ
かけとして、「災害時におけるボランティア活動および
自主的な防災活動についての認識を深めるとともに、
災害への備えの充実強化を図ること」を目的とした「防
災とボランティアの日（1 月17日）」と「防災とボランティ

ア週間（1 月15 日～ 1 月21日）」が閣議了解により
設けられた。近年では、災害発生後には、多くのボ
ランティアが被災地で活躍している。また、ボランティ
アに力を十分発揮してもらうため、ボランティアを受け
入れる体制の整備も進められている。
　ここでは、東日本大震災後にボランティア活動を
する人はどの程度増えたのか、活動をはじめた人が
継続的に活動をしているのかを検証する。具体的に
は、「この１年間のボランティア活動の程度」を聞い
た質問への回答を使って、ボランティア活動の有無
と頻度の変化を検証した。ボランティア活動に関する
設問は、隔年で調査しているため、1 年おきの変化
を見ることができる。

(1) ボランティア活動への参加
　図 10 は、2014 年時点の性・年齢層別に、ボラ
ンティア活動をした人の割合の 2008 年から 2014 年
の変化を見たものである。東日本大震災後の 2012
年 1 月は、2010 年以前と比較して、「この 1 年にボ
ランティア活動をした」と回答する人が増えているこ
とがわかった。ボランティア活動をした人は、どの性・
年齢層でも増えているが、特に 20・30 代男性では
8.9 ポイント、40 代男性では 6.9 ポイント増加した。
　2014 年 1 月時点を見てみると、2012 年 1 月時点
よりも参加率が減少しているものの、その後も継続的
にボランティア活動を行っている人も少なくないことが
わかる 8。

7 ボランティア活動に関する詳細は、政府広報オンライン
（http://www.gov-online.go.jp/useful/article/201101/2.html　2015 年 1 月時点）や内閣府「防災ボランティア」
（http://www.bousai-vol.go.jp/　2015 年 1 月時点）にわかりやすくまとめられている。本節 4 の記述も上記のペー
ジを参考にした。

8 2008 年、2010 年、2012 年、2014 年のすべての調査に回答した方の結果。年齢は 2014 年時点。
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図 10　性・年齢層別　ボランティア活動の参加率

注：2008 年から 2014 年まで継続して回答している者（2,505 名）
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　ボランティアの頻度はどの程度増えたのだろうか？　
図 11 は、2008 年から2014 年におけるボランティア
活動の頻度の変化を見たものである。週に 1 回以
上や月に1 回程度のボランティア活動をする人は大き
く増えていないが、年に 1 回か数回程度のボランティ
ア活動は 2010 年 1 月に 11.1% であったのに対し、
2012 年 1 月には 16.5% に増えている。調査からボ
ランティア活動の内容を知ることはできないが、震災
関連のボランティア活動が増えたと推測することがで
きる。

(2) ボランティア活動をする人は増えたのか？
　これまでは参加率を見てきたが、ここでは、震災
後にボランティアをはじめた人がどの程度増えたのか
を、同じ人の震災前後のボランティア活動の有無の
変化をみることで検証する。2008 年から 2010 年、
2010 年から 2012 年、2012 年から 2014 年のそれ
ぞれについて、「ボランティアを継続（2 年ともボランティ
アをしている）」「ボランティアをはじめた（前はボラン
ティアをしていなかったが、はじめた）」「ボランティア
を辞めた（前はボランティアをしていたが、継続して
いない）」「ボランティアをしていない（2 年ともボラン
ティアをしていない）」の 4 つのグループに分けて、そ

の割合を見た（図 12）。
　2010 年から 2012 年にかけて、「ボランティアをは
じめた」人が 11.5%と、それ以外の年（おおむね
7%）に比べて多いことがわかる。一方、2012 年か
ら 2014 年にかけては、「ボランティアを辞めた」人
が多くなっている。震災を機にボランティア活動に参
加したが、その後は継続していない人が多いことを
示していると考えられる。
　震災後にボランティア活動をするようになった人
は、それ以前の年にボランティア活動をはじめた人と
比べてどのような特徴があるのだろうか？　図 13 で
は、2008-2010 年にボランティア活動をはじめた人と、
2010-2012 年にボランティア活動をはじめた人の属
性の構成比を比較した。
　属性の分布に大きな違いはないが、2010-2012
年にボランティアをはじめた人は、2008-2010 年にボ
ランティアをはじめた人に比べて、男性や大卒以上
の学歴を持つ者の構成比が増えている。震災後に
特定の属性の人たちだけがボランティアをするように
なったのではなさそうだが、特にボランティアをはじめ
た人に占める男性、高学歴層の割合が増えたこと
が見てとれる。
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図 11　ボランティア活動の頻度

注：2008 年から 2014 年まで継続して回答している者（2,505 名）の集計
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注：2008 年から 2014 年まで継続して回答している者（2,505 名）の集計
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(3) 震災後のボランティアは継続するのか
震災後のボランティア活動はその後も継続するの
だろうか？震災前からボランティアを継続していた
人は、その後も70.9％が活動を継続している。一
方、2012 年にボランティアをはじめた人の 39.4% は
2014 年も継続しているが、残りの 60.6% は辞めてい
る（図 14）。震災後のボランティア活動は、継続す
る人と辞める人に 2 極化していることが明らかになっ
た。被災地では未だボランティアが必要とされている
ことを鑑みると、活動の継続を容易とする体制の整
備が必要であることが示唆される。　（朝井友紀子）

5. おわりに
　本稿では、土日の働き方の実態とそれが生活満
足度に与える影響、希望の意識の近年の変遷、東
日本大震災とボランティア活動との関連という３つの
テーマを取り上げた。
　第 1 のテーマについての結果をまとめると、まず日
曜日にまったく働いていない人は、男性では 6 割、
女性では 7 割弱で、土曜日も日曜日とも月に 2 日以
下働いているのは、男性では 6 割、女性では 7 割
弱となっており、土日を休日としているグループが比率
的にはもっとも大きい。しかし、男性の 4 割、女性

の 3 割が土日にもそれなりに働いている実態があるこ
とがわかる。土日に働いていることは、仕事への満
足度には直接的に影響を与えていないようで、土日
出勤は仕事に対する不満を必ずしも高めるものでは
ない。他方、土日に働くことは、生活全般の満足度
を有意に低下させることが明らかになった。特に子
どものいる女性では、土日に働いている人とそうでな
い人の間に生活満足度の違いがみられた。
　第 2 のテーマでは、人々が抱く「社会への希望」（日
本の社会には希望がある）は、2012 年 12 月の政
権交代と第二次安倍内閣の成立をきっかけとして、
上昇傾向があることがわかった。希望を上昇させて
いるひとびとの属性を探ると、(1) 自民党支持者など
で自分の支持する政党が政権を担ったことによる期
待があったこと、(2) 株式所有者などがアベノミクス
による資産価値上昇への期待があったこと、さらに
は、(3) 中国への好感度が低い人々などが、安倍
政権の中国など近隣諸国に対する「強い姿勢」へ
の期待があったこと、などが考えられる。
　第 3 のテーマに関しては、東日本大震災後の
2012 年 1 月調査では、2010 年以前調査と比較し
て、ボランティア活動をはじめた人が増加した。この
時期にボランティア活動が活発化した可能性がある。
特定の属性の人たちだけがボランティアをするように
なったのではないが、ボランティアをはじめた人に占
める男性、高学歴層の割合は増加したことが明らか
になった。しかもボランティア活動を新たにはじめた
人の 4 割はその後もボランティア活動を継続しており、
ボランティア活動への関心が東日本大震災後の一時
的なものとは言い切れないことを物語っている。

（石田浩）
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図 13　ボランティア活動をはじめた人の属性による構成比
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6月の時事世論調査
　6月の時事世論調査の結果、安
倍内閣の支持率は前月より2.2ポ
イント減少して45.8%となった。
不支持率は同3.3ポイント増の
34.0％だった。不支持の増加は
昨年12月以来６カ月ぶり。
　政府は、集団的自衛権の限定
的な使用を可能にする安全保障
関連法案を閣議決定し、衆院に
提出した。法案を審議するため
の特別委員会では、与野党が激
しく対立。また、衆院憲法審査
会の参考人として招致した３人
の憲法学者全員が、安全保障関
連法案は憲法違反との認識を示
した。日本年金機構の個人情報
流失事故などもあり、支持率に
影響したとみられる。
　調査は全国の成人男女2,000
人を対象に、個別面接聴取法で6
月5日から8日に実施。有効回収

（率）は 1,283（64.2％）。

　この時期の国内の動きは、
　スポーツ庁設置法が可決成立：
文部科学省スポーツ・青少年局
などスポーツ関連部署を統合し、
10月1日に設置される（5月13日）。
　大阪都構想、反対多数で否決：
住民投票による大阪都構想の是
非はおよそ１万票差で否決、都
構想は廃案となり大阪市は存続
することに。投票率は66.83％。
都構想を主導した橋下徹大阪市
長は12月の任期満了をもって政
界引退の意向表明（5月17日）。
　維新代表に松野氏：大阪都構
想の否決を受け、維新の党の江
田憲司代表は代表を辞任。後任
には、幹事長の松野頼久氏が選
出された。（5月19日）。

挙で、５選を果たしたばかりだっ
た（6月2日）。
　サミット閉幕、中ロを批判：
主要７カ国首脳会議は、中国の
南シナ海岩礁埋め立てやロシア
のクリミア編入を念頭に、力に
よる領土の現状変更の試みを批
判した（6月8日）。

　政党支持率　自民党は前月比
1.0ポイント増の24.2％。民主党
も同1.0ポイント増の6.4％、公
明 党は0.5ポイント減 で2.7％、
共産党は0.8ポイント減の2.8%
であった。前月に引き続き共産
が公明をわずかに上回った。維
新の党は0.7ポイント減の1.5％、
社民党は0.2％だった。支持政党
なしは61.1％で前月より1.7ポイ
ント増加した。
 

　国民の景気感　「良くなった」
は前月比で0.5ポイント減少し
10.2％、「悪くなった」は1.3ポイ
ント増加して21.5％となり、時
事世論景気指数は前月比3ポイ
ント減の131で、7 ヶ月ぶりで減
少した。

　暮らし向き　昨年の今頃と比
べて「楽になった」は前月から0.2
ポイント減って4.0％、「苦しく
なった」は前月より0.9ポイント
増えて27.8％となった。

　口永良部島で噴火：鹿児島県
屋久島町の口永良部島新岳で噴
火、火砕流が発生。気象庁は噴
火警戒レベルを最も高い５に引
き上げ、全島民に島外への避難
指示が出された（5月26日）。
　大量の年金情報流失：日本年
金機構は、ウイルスメールによ
り年金加入者や受給者の個人情
報約125万件が流出したと発表（6
月1日）。
　合計特殊出生率1.42：厚生労
働省発表の人口動態統計によれ
ば、2014年の合計特殊出生率は
1.42と前 年より0.01低 下、9年
ぶりの減少となった。出生数も
辛うじて100万人を維持したが
過去最少。（6月5日）。
　サミット開催地は賢島：来年
日本で開かれる主要７カ国首脳
会議の開催地が、三重県志摩市
の賢島に決定。新興国の汚職や
腐敗防止の対策が議題となる見
通し（6月5日）。

　国外では、
　N P T 会 議 が 決 裂：5年 に 一
度開催される核拡散防止条約

（N P T）再検討会議は、最終文書
案の採択に失敗して閉幕。中東
非核化構想でアラブ諸国と米国
の対立が解消されず（5月22日）。
　キューバの「テロ支援」解除発
効：米国のキューバに対するテ
ロ支援国家指定の解除は1982
年の指定から33年ぶりで、両国
の関係改善が期待される（5月29
日）。
　長江で旅客船沈没：中国湖
北省を流れる長江で、乗員乗客
458人を乗せた大型客船が悪天
候の中、突風にあおられて転覆、
沈没。400人以上が行方不明（6
月1日）。
　韓国で初のM E R S死者：韓国
保健福祉省は中東呼吸器症候群

（MERS）による韓国初の死者２
人を確認したと発表。（6月2日）。
　FIFA会長が辞任表明：国際サッ
カー連盟のブラッター会長は汚
職事件の国際的批判を受けて、
辞意を表明。5月29日の会長選

◇  告　知　板
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